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武官学校配属構想

安藤

On the Plans for Mi1itary 0伍cers
Attached to Schools 

Yutaka ANDOU 

1. ruJ梨軍縮Jと武官学校配属機想の提起

1922 (大正 11)年3月25日，第45帝国議会衆議院総会は，睦軍歩兵在営年践を現行の帰休

ニ年制(形式的には三年在営制)から一年四ヶ月に簸縮すること， 陸軍経費を四千万円節減す

ることを骨子とする「陸軍ノ整理縮少ニ関スル建議jを可決した1)。 この「建議Jは， いわゆ

る「大正デモグラシーJ運動の中から提起されて来た「寧部大控武官専校制J撤廃要求た頂点

とする軍部改革論を底流とし，第一次大戦中の好況に基づく膝代内龍の国債依存政策による財

政経済積極政策がもたらした財政膨張と戦後におけるヨーロッパ市場の回復による日本経済へ

の打撃を主要閤とする 1920(大正9)年以来の恐慌2)克服のための行財政整理の一環としての軍

事費削減の必要性3)という状況下で， 1921年7月のワシントン箪縮会議4)への原内関の参加と

同調がいわば起爆剤となって急速に政治問題化し普通選挙制度を要求する国民的運動の高揚

を背景とする箆埼行雄，吉野作造，島田三郎，石橋堪山，鈴木文治等の「箪備縮少同志会J5)の

活動を契機として各党一致しての軍縮要求運動の成果として成立したものであった。

第45議会には， 立憲国民党から 「軍備縮少に関する決議案l)が， 与党立憲政友会から
「陸軍の整理縮少に関する建議案l)がそれぞれ提出された。雨案は， r陸軍ノ整理縮少ニ関スル
建議案外一件委員会J8)において審議され，各党の妥協の上で一本にまとめられ，官官述したよう

に本会議で可決された。以下では，各党の軍縮要求の内容と可決に至る経過を簡単に述べて置

こう。

先ず r産業立闘論」を唱えてこの議会の主葬儀縮小論のイデオローグ的役割を果した犬養
毅の率いる国民党は， 前年 1921(大IE10)年1月の党大会で箪縮要求を決定し， 前述のように

「醗箪を減縮して政費の按排をはかるは，わが国呂下の急務である。政府はすみやかに案を作成

し議会に提出しなければならない。j とする「決議案Jを提出したが，具体的要求は，この「決

議案」の提出理由の説明に立った犬養演説の中で、明らかにされた。それによれば，国民党は，

歩兵の一年在営制(従って，郎;回数を半分に減らす)，陸軍幼年学校，軍軍学校，陸軍経理学校，陸

軍獣医学校の廃止，中国大睦駐屯部隊の整理，兵士給与の改善， 将校の予備役採用(従って，俸

給減額)，兵士の雑役の廃止，青年間や学校における軍事教育の充実などを要求するとした。

ここで，犬養の「産業立国~fiijJ とは，第一次大戦による戦争方式の変化を前提にし，当商する経

済不況を克服するためには，軍事費を節約するとともに節約された軍事ー繋を生産カ増強のためにふり

あて，かくて翠備の競争から市場争奪のための競争への転回に態勢をととのえることこそ，戦争後の

臼本子苦闘主義が生きぬくj廷であり，財界の沈滞を好況にみちびく穣械的な手段であるとするものであ
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った10)。すなわち，火災によれば， r今iヨの戦争は，軍人だけの戦争で、はなくて国民全体の戦争であ
り，武力だけの戦争ではなくて武力と経淡とを合した国力全部の対抗で、ある。……日本のi後海軍がど
んなに力んでも，現在のような産業状態では，とうてい戦争はできない。……諸強国では，いったん

緩急のある場合には工業動員をもって満足に供給することができるが，わがi習では，工業動員をおこ
なっても，それは名のみで.実際に戦争にまにあうだけのものをつくることはとうていできない。……

かような有様であるから，ひとり平人の能力だけが完全でも，産業がかような状議では，とうてい戦

はできるものではない。それよりは，王子三誌の全力を産業の発達に用い，万一の場合には悶力全部をも

って対抗しうべき実力を養成しておくことが急務である。在営年限短総も，常設術団減絡も，要する

に生産的労力安増加する意味である。 これが軍事上よりみた産業立国である。Jll) とし，この軍事 ~r

節減で浮いた資金をもって「……滋民教育ならびに議後の文化設耐iiとil主税の資源にあて，かくて産業
振興をはからなければ，みすみす我が国の産業は表廃の淵に沈むのである。J12)と主張した。

原敬が暗殺 (1921年11月413)された後，床次竹二郎，中橋徳五郎等党内保守派との派閥争

いを抱えつつ高橋是清，横田千之助等に主導され野党寄りの政策13)を取りつつあった14)与党政

友会も，この議会冒頭の高橋首相の施政演説15)に見られるように軍縮には賛成であったが，先

に箪縮要求の「決議案j を提出した関民党に名を成さしめることを訪ぐため国民党 f決議案J

を撤回させ自党提出の案に留民党が共河歩調を取る様画策していた。が，国民党が同調する様

子がないのでm，単独で「建議案」の提出に及んだ。この「建議案jは「政府は陸軍に関し適
当の整理縮少を図り時代の趨勢に順応せられむことを望む。J17)と言うものであった。提案理由

演説に立った大i潟育造は，次のように説明している。

「……熟々大戦の経過及結果を考へて見まするのに最後の勝利は国民の経済力の貧富と，精

神の強弱とに帰著した……而して大戦の状況に出りますれば，精鋭的常備寧が攻守の正阪にさ当

ることは大戦当初の僅かの悶のことにして，持久する所の大戦の全局面を支持したるものは

・…国民家であった…・・故に其の戦場は所謂軍人の戦場に非ずして，国民の戦場となったJの

であり，しかも飛行機，タンク，毒ガスなどの精強な新兵法の出現を見るとき，王子時多額の費用な

掛けて多数の常備軍を維持することには問題があるので， r唯今須く之を整理して罰民主誌の幹部
を造る程度に於て……英兵数も減じ，其費用も減ずる……そうして其の資力を一般の文化に用

ゐ，兼て又箪事教育の補足にも致しましたならば，今日の状態を改善することが出来得るものと

私共は信ずるJ18)と。大岡は，閤民家の幹部を造る程度に兵数，費用を削減することを要求した

が国民党案のように具体的要求を主張しなかった。ただ同党の津野郎是重は，第二回箪縮委員

会で回答な求めるべく各師団から歩兵一{悶連隊を削減する(現行の1(5訪問-4迷隊 16 )、隊 64中隊

という凶単位制lを， 1的関 3巡隊一9大隊-27中隊の三単位前IJとする)案を陸軍に要求していた19)。

普選実現に最も力を担いでいた憲政会(総裁，加藤潟明)も，すでに， 1月の党大会で行

政及財政を整理し特に世界の大勢と阻聞の状況とに鑑み陸軍々備に対して整理縮少を行ふベ

しiO)という一項を「政策Jに加えていた。しかし，陪党は，この軍縮問題で立ち遅れたため，

不取敢闘民党案への賛成を表する事で当面安糊塗した。同党唯・の主事事通と言われた21)下関忠

治は，本会議で，国民党案への賛成演説に立ちながら，一年兵役制に支持を与えず，三単位制

への箪編成の改正や兵器の近代化(軽機関銃の佼用など)を主張22)，'iた軍縮委員会においても，

もつばら政友、爵毘両党の提案漂白の説明を求めこれを批判する事によって御茶を濁した22)。

が， 2月16臼に至って，貴族院本会議の予算案質疑の中で，向党総務委員若槻礼次郎は，陵率軍

備を日露戦争前の規模にもどす，つまり八個師簡を局安にして縮小するべきとし，当面「……夜

営の兵数な減ずると共に一方に於て在意の年限を短縮して之に依って働き盛りの壮丁を成る可
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く生産界から離すことを少なくレー…是と共に経常臨時を合せて四千万円乃至五千万円丈けの

節減jの計簡を陸軍が立てるべきであるとする同党の軍縮要求の輪郭を表明した。これにもと

づき 3月17f3，憲政会の陸軍縮小案がまとめられた。 内容は， 在営年i設を一年六ヶ月に短

縮すること，右兵短と，三単位制の採用及び-{際中隊中定員削減により常備兵員を三分のー

(約十万)減員すること，将校，官街学校の整理を断行すること判，であった。

こう Lて，各党の軍縮要求が明らかとなって行ったわけであるが，当初，これらの要求を

実現することは「頗る攻究を要する」問題であり「……中々閤難J25)である， 在営年限に関し

ては，むしろこれを延長したい26)とまで言明していた睦軍も，各党の強硬姿勢を前にして，与

党政友会を通して妥協を計ることとし27)，3月13日の第三回寧縮委員会において秘密会を要求

し，そこで，減員五万六千人，経費節減千五百万円の案認)を示し，各党に陸軍に軍縮の意志、が

あることを伝えた。 この控室容の態度に各党も軟化を示し29>，この問題での議会紛糾を恐れる与

党政友会を中心に妥協が計られ， 3月20日政友・国民協調案30)が作成され，翌々 21f3憲政会

幹部会もこの案に賛成を決め31)，ここに三党共同案が作成される運びとなり， 3月23f3の第四

回軍縮委員会で，政友会岡崎邦轄の提案にかかる小委員会で最後の調整が行なわれ，具体的な

翠髄整理縮小は陸軍にまかせ，結果として兵役年限が一年四ヶ月，経費削減額が四千万円にな

れば良いとする「陸軍ノ整理縮少ニ関スル建議」が作成され可決された32)。

ところで，この第四回箪縮委員会には，国民党から提出された「軍部大臣任用の官制改革

に関する建議案i3)が付議されていた。 武官専:詑制や機l握上奏権などによって内閣から独立し

た機関として機能していた陸海軍大臣の任用に，文官1¥j1jの道を開き，軍部を議会と政党の方針

に従属させようとする要求は，議院内閣制確立をめざす各党が，いわゆる「大正政変」以来追

求して来たところであるが，それの実現は陸軍の縮小に着手する，いわば前提としても必要で

あった。この「建議案」は，軍縮委員会で一定の修正を受け， 3月25臼本会議で可決された。

しかし，その後，官制改正の必要を認めないとする34)政府と各党間意見との対立，臨寧の強い

反対35)などでいわば棚上げ状態とされるに至る。

このような経過で，陸軍箪縮を要求する帝関議会決議は成立し，控室事部内で立案される36)

具体案の成行が注目されるに至ったわけで、あるが，すでに見て来たように，これらの軍縮要求

は，犬養の「産業立関論」に代表されるように，総力戦としての第一次世界大戦による戦争方

式の変化を前提とする新たなる 「間防」体制確立の要求でもあった。大関が「軍事教育の補

足」幻)を嶋え，一年兵役論者犬養が r.…・・私共ガ夜営年限ヲ短縮スルト云フノペ詰リ軍隊ヲ
国民イヒスル……徴兵ニ取ラレヌ者デモ万一ノ事ガアッタ時ユハ悶ヲ防グ力ヲ持ッテ居ル，斯ウ

云フ人間ヲ養ヒタイ……}8)と言い， そのために「青年並に学校の生徒Jに「軍隊の武器を取

扱うj趣味を持たせ，また「精神教育立をに体操其他Jに一腰努めなければならないとする

を軍制改革案39)に加えたのも総力戦体制確立のための一方策としてであった。そして，その眠

りでは，後に触れるように，陪じく総力戦体総確立をめざしつつ大戦における戦闘状況や各閣

の軍事上，経済上，政治上の経験を調査研究中であった控室ドにとっても論理的には異論はなか

ったで、あろう。

ところで，この寧隊以外における家事教育の強化とLヴ課題は，同時に，国民教育の不備40)

を理由として兵役期間短縮を認めなかった陸軍を説得する論理で、もあった。政党勢力の力に

おされ，一方的に軍縮に間意せざるを得ず，しかも，総力戦体制確立のための築制改革を独自

に準備しつつあった控室存にあっては，こうして政党側が提示した条件をみすみす見逃す手は
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なかった。事実，陸軍は，軍縮案の立案にあたって，長族院における臨相答弁41)にみられるよ

うに，この兵役年限短縮には，最後まで，いわゆる軍事予備教育の完備を条件としつづけた。

こうして，兵短を補完しうるだけの実質的内容をもっ軍事予備教育を総力戦体制の一環と

して確立させるとし、う課題が成起するに至ったのである42)。そして，この課題を解決すべき第

一の相手は，言うまでもなく文部省であった。後に，決定案ではなく議会へのいわば観測気球

であることが暴露された43)7月7日韓箪省新聞班発表の「緯縮謁議決定案」の前文は次のよう

に述べている向。

「…・・・在営年限一年四ヶ月に短絡は予め青年の教育及予備軍事教育(主として規律心の養成)の笑

施が必要である。若手は主として文部省の担任に属する事となるであろうが，陸軍に於てもその方法に

対して研究中である。この準備が出来ぬ中に急逮在営年限を一年四ヶ月に短縮することは，主主々複雑

となる新兵器の採用上，軍隊教育の完成国防教育の完長議防能力を著しく減少せしむる事となり，陸

軍当局として責任上賛成が出来ぬ..・"'J

ここで睦軍は，いわゆる率事予備教育の方法について研究中であると表現している。それ

の結果は次節以下で、述べるところで、あるが，その方法の一端が，消極的な形ではあるが，第二

回軍縮委員会で表明されている。それは，三三単位制を主張した津野田案及び国民党案が実施さ

れた場合の経費増減調査として陸軍省から提出された「参考書f5)中， 間民党案に対する回答

の中で示された。それによれば， ["歩兵一年在営実施の為め増減する経費」は， ["戦時得員を増

減せしめず，入退営を毎年十ニ月，六月の二回とし，徴兵人員を概ね現在と向数とし，教育の

関係上幹部を減員せず，秋季演説の為め……一年度分の帰体兵を六週間召集し，諸勤務さ当番卒

雑役等には雇人を当てるものとして算出すればJ，減少経費 1，597万円，増加経費 3，864万円で

あるとし，さらに， ["予備教育Jの項においては次のように計算している。

予備教育在営年限を一年とする為めには，軍隊以外に於て予備教育を行ふ必要があり，其の為

めに，如何なる施設を行ふべきやは十分研究の上でなければ決定し難ひが，今一例として，小学校以

上の各学校に将校下士を配属するものとして其経費を計算するに，俸給のみにて莫大の金額に上るこ

と次の通りである。

各小学校に下士一名

中学校程度の学校に将校一名下士一名

高等学校程度の学校に将校二名

大学に将校二名

学校総数 二六、八三九校

将校 一、三五二人

下 士ニ六、七O一人
俸給合計 二千八百六万八千八百六十円

このようにして示された陸軍の回答の予備教育の部分を， 尾野次官は["……在営年限ヲ

一年トスル為メニ箪隊以外ニ於テ国民ノ修養教育ヲ必要トスルト云フ考カラ，仮定トシテ各小

学校ニ下士ノ一人モヤリ，又中学校等ニハ将校一人，下士一人，最少限ニ見積リマシテ……幾分

カ箪隊教練ノ予習試ハ予備教育ヲシタラ宣カラウト云フトコロカラ見積ツタノデアリマス J(6)

と説明したが，このことは，いわゆる軍事予備教育の方法として，当初から，現役将校を学校

に配属するという構想を陸軍が抱いて居たことを示している。

その後，前述の7月7日軍縮案に対する各政党，なかんずく政友会の批判が強まるや47)で，
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陸箪は 8月10S，貴族院代表との会見の席で「睦箪々備整理要綱J48)を明らかにした。それ

による軍縮の規模は次の如くであった。

一、軍備獲壊の実施期日とき受理菱自の概要

(イ)来る八月十五日を期し実施するもの

戦時国防の要求を充足し得るを限度とし

ム将校級 一千八百名(人事行政上の都合に依り大正十一，十二年度にまたがり整理す)

ム准士宮以下 五万六千人

ム潟 ]z!! 約一万三千頭

郎ち実質に於て約5倒的聞に相当する平時兵力を毅理減少す。

(口) 明年度以降に於て実絡するもの

直接罰防に関係歩芸部隊並に教育其他諸般の施設に渉り大正十二年度以降逐次に整理合行ふ。其

の重要なるもの左の如し，

ム独立守備隊の廃止(大正十二年四月より大正十明年四月に主主る)

ム朝時語気負の廃止伏町一年八月より大正十四年十月に亘る)

ム憲兵隊の整潔(大正十二年四月より大正十四年十二月に亙る)

ふ家楽隊の務理(大正十二年四月)

仙台陸軍幼年学校の廃止(大正十三年四月)

ム陸率二と官学校の整理(大正十二年部月より大正十五年四月に亘る)

(中略)

以上の整理に依り減少する人長は，将校約四否名，下士以下約五千名とす。

二、軍備整理に依る経費の節約

軍備整理(行政猿環及望書家整理を含む)突施の為め大正十二年度より大正ttニ年度(平年間)に於
て節約し得る金額左の如し，

経常部 三億一千三百余万円

臨時部 閉千百余万円

計 三億五千四百余万円

大正十二年度に於ける節減額はこ千三百余万円内

経常吉s約二千万円

臨時部三百余万円

にして大正十三年度以降整湿の進捗に伴ひ逐年増加し王子年T!Pち大正廿二年に於ては経常費の節減
額は三千六百万円に透す。

三、(略)

閥、(略)

五、(略)

六、兵E存在営王手阪の短綴

衆議院建議案の如く在蛍台数の激減は帝閤現下の状況に於いては，今俄に之~実施し能はざる

も，入営期日延期の為め，夜営日数四十日，演習召集及館関点呼の減少に{衣り，召集日数間十七日，

T!Pち歩兵にありでは全服役期間を通じ八十七日，約三ヶ月の在営又は召集白数を減少し，又綴君主翰:zf:
にありでは，在営教育三ヶ月をこヶ月に短縮し， T!Pち其三分のーを減少し以て生産力の場加，個人負

担の軽減に努力せんとす。

こうして，この軍縮を契機として，在営年限短縮の補完としての軍事予備教育の実施方式，

表一1に示したような尉官級以下の下級将校を中心とするいわゆる職首将校の再就職のための

教員講習会などが，睦軍，文部両省をはじめとする各省関で協議されることとなるのである。
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表-1 現役 i綾率

者三 判明|少将 IIJ 剖|恥長|叫少佐川計|刊
152 lωI 770 2，916(22)l-223 (9) 1，708 

1922 (11) I 17 I 48 148 213付) -10 443 I 772 1，730 2，945 (17) ート 29 
1923 (12) 15 I 49 152 216 (2) + 3 447 I 717 1，723 2，887 (12) -58 
1924 (13) 16 49 171 236 (2) 十20 465 736 1，832 I 3，033 ( 8) ー¥-146
1925 (14) I 13 i 49 153 215 (5) -21 472 816 1，868 3，156 (13) 十123
1926 (15，昭和1年)I 12 I 43 154 209 6 482 842 1，905 3，229 十 73

1927 (昭和2年) 207 一一 “ つ 3，491 十262

1928 (3) 213 3，630 十138

1929 (4) 213 土 O 3，623 7 

1930 (5) 220 十 7 3，747 十124

備考 1. :2j三淡l土， 内閣統計局編纂「日本帝国統計年鑑J(第If百十一関~第瓦十悶)[f'武官人民及年俸』
『現役陸海率人及年俸Jl(第47!f!1以降)より作成した。
2 表時二'，( )内は，文官を:'~平務とし者くは陵軍部外 iこ勤務し武官俸給を受けていない者の人数を
示す。 この人数は，第 46回以降公表されていないので，増加数比絞の厳正化のため表中武官
数に加算していない。

〈設1)

1) r大日本帝国議会総J9喜13巻， p. 1273，肉刊行会編，昭和4年。以下時れこ「議会d:tsJとm&ず。尚，詩ii45 
3議会の会期は，大正 10年 12月26日~大IE11年 3月2613。

2)大内兵衛『昭和財政史J総説円、内兵衛著作者二」第2巻， p. 27， p. 48， 1当波議席， 1975年。

3)高橋是持者内閣総E型大陪兼:こ}畿大阪は，第P.11十五議会総政方針淡淡に対するi'i議の中で次のように述べて
L 、る。

「……政府は私l土}おな大にして行政主主主主などとまミふことをf2j'ひたくなL、， 併しながら是はどうしてもせ

ねばならぬ，組織を変E立し，所諮今の無駄な時のないやうに無駄な費用のないやうに，然駄な労力のな

いやうに，此三つの無駄を行くとまミう方針を以てそれぞれ政府の法制j部分 iこ於ても，己ZJ~~:ーをし，改正を

しなければならぬと云ふことは考へて}えるのであります，際主事の'f!IJ自宅ど減らして限氏の:I'l肢をi鰹滅する

と云ふ怒志はないか， fきもあるのである，……J(r議会誌J第 13巻， p. 12)。

4) ワシントン会議は，海箪軍備縮小を月約としてアメリカ大統綴ノ、ーデイングによって提唱され，諸列強の

協調によって実現したものであった。一方，控室事の総少も，仏の一年兵役を前提とする一年半服役 ff~J の

実施，米の陵寧?言備10万への有吉小など;fr留で行なわれた (1読売新i溜」大正 11年2月10日， 26 13各付)。
こうした悶際的動向が，主事総要求巡動をはげましたことはぎうまでもなL、。

5) 1東京朝日新開J大正10年9月18日， 28詞各付。
6) 1議会総」第 13巻， p. 6560 
7) 同上， p‘6550 

同署長とも 1922年(大正 11)2 yl 7 13に衆議本会議に上程された。

8)正式には「隆箪ノ撃波綴少ニ関スノレ建議案外一件([箆家ノ整取締少ニ関スノレ建議案，軍備縮少ニ関スノレ

決議案)委員会jであるが，以下では，:2j¥;文でも訟においても単に「主李総委員会Jと絡する。問委長会

i主，四回にわたって委員会を開催した。日程は次の通り。

第一関 1922 (大正 11)年2月10日

第二間 関 2月15臼

第三国

第閥単i

同

ら]

3 yl 13日

3月2313 
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家人数

官 現役将 校 flJ 任

大尉 中関 少尉 計 :橋加数 メBこ込I 計 増加数准土1!f増加数 総計
増加数

5，295 4，415 2，916 12，626 (10) 15，765 (41) 2，561 18，326 

5，382 5，205 1，883 12，470 ( 6) -156 15，628 (27) -137 3，101 十540 18，729 十403

4，807 4，829 1，958 11，594 (粉 -876 14，697 (19) -931 3，650 十549 18，347 -382 

4，540 4，526 1，995 11，061 ( 4) -533 14，330 (14) -367 3，698 十 48 18，028 -319 

4，569 4，005 1，869 10，443 ( 6) -618 13，814 (24) -516 3，369 -329 17，183 -845 

4，739 3，734 1，821 10，294 -149 13，732 - 82 3，532* +163 17，264 十 81

10，233 - 61 13，931 十199 3，532 土 O 17，463 十199

9，930 -303 13，773 -158 3，461 -71 17，234 -229 

9，940 十 10 13，776 十 3 3，527 十 66 17，303 十 69

-117 13，790 十 14 3，531 + 4 17，321 十 18

3. 表中の各階級武官数には，それぞれ，主計官， B宝1ぎなどの相当官が算入されている。

4. 霊長中，昭和2年(第47凶)以降は，将官，佐官，尉官の各合計数のみが公表され， 各々の階級別人

数は不明。 尚， 大JE15年から 「陸主事省統計年報Jも f察隊人員(下士，兵卒ヲ徐!T)Jr守衛学校及
特務機関人員」など，人員に関する多くの吉誌を「秘jにf守している。
5. 表中*i土，第46r扇がミス・プリントのため，第47rmより補った。

第四国委員会にiヱ， r陸海率大医任用/官制改正ニ関スノレ建議事長J，および「航努事業ノ統一及拡張ユ関
スノレ建議案jが付議された。

9) r議会誌j第13宅金， p. 656…p. 6580 
10)俗夫滋三郎「大JE政治史Jp. 1052， i可出書房，昭和29年11J1。
11) 本主主允生伝記刊行会「犬去を本~~伝」中君主， p. 457，東洋経済新報社，昭和 14年。

12) 向上， p. 4500 
それぞれ，1921 (大JE10)年l月の溺民党大会の演説。

13)たとえば， この第45議会には， 言討議会にひきつづき， いわゆる普選法署長が提出され政友会の反対で成

立しなかった泊、その反対議出が，これまでの危険忽、怒よわばりから，漸次的拡張論に変わ丸また，

反対の党議決定の採決に欠日もした普選論者が 30名に逮していたと玄われる。(松尾毒事?と『政党政治の発

民Jlr臼本歴史J現代2，p. 265，場波悉応， 1963年)。
14)向上。

15)註 3)参照。

16)均zt55新聞」大正 11年2月4日付。

17) r議会誌」第 13巻， p. 6550 
18)向上， p. 655-p. 6560 

19)家総委員会「会議録(速記)J，第二関， p. 90 

この津野間署長が何時提出されたかは解らないが，それに対する俊寧の問答が第二回委員会で示され

ている。尚，浮野田;主， この草寺衆議際議員であると同時に予備役歩兵少将(経大第 14潟)であった。

20)横山勝太郎駐修「滋政会史Jp. 364， i長政会史料編纂所，大JE15年。
21) r競売新開j大正 11年2月18沼付。
22) ri議会誌j第 13巻， p. 5690 
22)註(21)に同じ，また，軍総委員会「会議録J第一図~第三聞に明らかである。
23) r議会誌j第13宅金， p. 198。
24) r東京朝日新掬」大正 11年3月四日付。
25) r議会総」第 13宅金， p. 5690 
26)衆議院予算委長会四分科会(陸軍，海率)における陸相山梨半造の発言 (r読売新潟j大JEll年2月4

日付)。
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2η 「読売新聞」大IE11年2yl 19臼付。

同記事によれば，陵寧は，与党たる政友会がi援軍事側とあらかじめ何等協議を遂げず慈善議案を提出し，

関民，怒政三党共同で迫って来たことに対し， r衷心頗る狼狽しJ2 yl 17日，院内に， 政友会の幹部で
あり寧綴委員でもある向崎邦翰，大岡育造，D主回十織に会見をオミめ，陸耳ま省本1!:iより，山梨半途陵相，

F喜野実信次官，問中政明経連局長，焔英太郎家務局長等が出席して，陸主事省の縮小整理署長の内容な説扮

すると共に政友会の期待する箪縮意見を聴取し主主つ 3月1313の第三国主事縮委員会及茶後の審議方針に

就¥，、て打合せ，政友会は，内閣の主主E避を思う点より際主事例jの希望を容れ極端な宝手続署長の不成立に努める

ことを陵寧1)¥Uに約束したとしている。

28) r東京朝日新関J大正 11年 3月 15日o
また，!ll梨は，この主事綴委員会が開催される前，向日午前十時半からの資族院予算委員会総会で坂

本俊篤への答弁で次のようにも言まっている。

「径寧受理の方針に付ては認下有する威力を損ずることなくして新鋭の武器を採用し人馬を減じ国民の

負担を軽減せんとす。又成るべく夜営年限を短縮し度いと考ふ，家宅暮予備教育が十分出来居れば短縮出

来るが新鋭の武器を用ふるには精密なる教育が必要で，告書氏の予備教育は未だ十分でなし、。本年度の予

算にては凡そ-~雪月~短縮するも oJなりと考へらる。歩兵よりまミへば戦時人長を五分のーに減じ得べし

と窓、う。新鋭の兵器には人を饗する故，茶の1Jにて減じ得るは五分のーに11::るべし。歩兵に於て三万四

千を減じ，砲兵に於て約一万二，三千た節約することが出来る。航袋署器を用ふるが為め総兵を幾分減じ

得ベし。合計して約五万を減じ其の要費用は約千五百万円であります。J(句読点は引用者)

29) r東京朝日新開j大正 11年3月19限付。
30) 向上，大IE11年3月20臼， 21 13各付。

31) 同上，大正 11年3月23日付。

32)家総委員会「会議録J第四問。
33) また，奇襲政会からも「陸海寧大g[任命に関する官官報改正に対する笈問主意、議」が提出されていた (r議会

誌J第 13巻， p. 837)。
34) r議会誌J第 13巻， p. 837。

首憲政会の「質問主主主審Jiこ対する政府の問答議。

35)控室事は， 2月1913の各新聞に， r維憾上奉の弁」という談話を発表し制銀上奏機が首相の理主権を採繍
すると云ふ様なことはあり得な¥"，と反論している (r東京紡日新開J大正 11年2yl 19日付)。

36)陵寧の寧絡事長は，大正 12年度予算案作成と並行して，陸軍省各j誌の課長ならびに参謀本部第一課(編成

動員担当)議長で組織された委員会で立案作業が行なわれた (r東京朝日新開j大正 11年5月26日付)。

37)註 (18)に閉じ。

38)寧縮委員会「会議録J第二回， p. 6。
39) r談会誌j第 13巻， p. 6570 
40)本会議における山梨径拐の答弁 (r議会総J第13巻， p. 659)。
41)註 (28)に同じ。

42) こうした動向は，政党と陸寧との関係だけではなくジヤ{ナリズムをはじめとする「世論」の動向でも

あった。このことについては，次の論文が詳しし、。

竹中輝雄 f学校教練についての一考察J(上)，桃山学院大学人文科学研究，第 11巻1号， 1975年 12

月(尚，向昔話文は， (下)を含めて，池間進，本山幸彦編「大正の教育」第一法規出版，昭和53年9Yl， 

に『十Il!l 学主主主算事教練の開始』として収められている)。

43) r競売新開J大正 11王手7yl 12日， 8月8臼各付。
44) r大阪朝日新開J大IE11年7Yl713付。
45) この「参考察JのIE文は，委員会速記録の性絡上明らかでなし、。従って，この「参考議jの説明に立つ

た政府委員，尾野突{詰陸軍次官の説明を中心に，各議長の質疑のやから可能な自主り復元しなければなら

ないが，幸い，下読売新潟J(大IEll年2月 17日付)が rJl手続iifIT案， t宇野路案と国民党署長j として，その
内容を報道しているので，以下では， r競売jの記事に依拠しながら委員会会議録を参考にし引用して
いくこととするo

46)箪総委員会「会議録J第二回， p. 100 
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47) r競売新開J大lE11年7月813，8月8臼各付。
8 J:l 8日付で1主，次のように報滋されている。

「……若し発表した整理案が確定署長であるならば政友会は議会に於て主主議尊重を主張し間千万円を削減

したる後当局の資任を間ふであろうと猛烈に抗議を申込んだ。加藤首相，山梨綾籾は此の抗議に驚き.

首相(;1:去る七日望月政友会幹事長の来訪を求め新関紙上に伝はる f後寧当局談』は未定稿で、決して資任

ある者が発表したのではない。茶の瀬末に就き陸相より詳絡に説明し度いからとて本部幹部の参集を迄

ひ次で水野内拐を介して床次政友会総務毒事らに諒解を求め斯くて八日の会合となり引続き資族院代表と

の会見となったのであるが，際相が政友会幹部への弁明に拠れば『経費二千三百万円の削減は整潔の基

礎であって尚より多くの整理を為し得ること L篠倍する』とあったそうで，政友会は之を言言質として少

くとも三千万円以上期ち建議案の間千万円に近き整理案が出来するものと思惟し……j

48) r競売新路J大正11年 8月11臼付。

11. 駿軍省による「素案Jの作成と文部省案

主容の要求にかかわる現役あるいは予・後備軍人の学校配属構想は，たとえば， 1907 (明治叫

年の学校体操統一問題解決のための文部・陸軍両省交渉の過程，あるいは，田中義ーの要請に

もとづき南文部次官名で出された在郷将校小学校教員登用通達1)，また， 1915 (大正4)年，軍令

控乙 12号で， 第一次世界大戦の進展に伴う総力戦戦略を調査すべく綴織された「臨時軍事調

査会J2)による交戦各国国民軍事教育状況の調査3)，その一環としての控軍歩兵中尉加藤一王子の

兵式体操改革論4)など，すでに種々提起されて来たが5l，前述した様に，この軍縮の過程で提起

された学校配属構想は，兵役年限の鐙縮を前提とした点でこれまでの構想とは質を異にしてい

た。そして，この寧縮を契機として武官学校配属をめぐって陸軍省と文部省との交渉が進めら

れるに歪るのである。

ところで，山梨軍縮においては，各党一致の軍縮要求は，経費節減が四千万円の要求に対

して二千三百万円， 兵役短縮期間六ヶ月の要求に対して，一ヶ月半 (40f3)であったように，

部分的にしか実現しなかった。したがって，五校大学昇格問題をめぐる閣内対立で倒れた高橋

内閣を後継した加藤友三郎内閣(大lE11年6月成立)のもとで開催された護46議会において，各

党が軍縮の完遂を控箪に要求したのはいわば当然であった。まず憲政会が，革新倶楽部(犬養毅

を中心として， I日国民党に無所属，言憲政会脱党代議二とを加え，大恋 11年11月結党)の賛関を得て「控室事箪

備の整理縮少に関する現内閣の施設は議に第四十五議会に於ける本院の建議の趣旨に惇り与論

の要求に副はざるものと認む。」めという決議案を提出して政府に迫った。しかし，この決議案

は，加藤友三郎内閣に閣外協力を表明し，政権党への志向を強めていた政友会の反対7)にあっ

て1923(大正12)年2月四日本会議で否決されるに至る8)。

また，軍部大臣文官採用制・椎程上奏権廃止の要求も引き続き追求された。 2月1民衆議

読予算委員会総会で，憲政会古屋慶隆は加藤首相を追求し 「陸箪大臣に文官採用の時期，樵

耀上奏廃止の時期が必ず来ると自分も信じているl)という答弁を引き出し，この鴎題での突破
口を開いた。次で， 2月23日貴族院予算委員会総会において加藤首相は陸海箪大臣文宮採用制

に支持を表明した10)。 そして， こうした替稲の言明に力を得た革新倶楽部は3月10日陸海箪

大臣武官等在制廃止の建議案を提出した。この建議案は，政友会の賛同を得て満場一致で可決

されるに至る。 しかしここでの政友会の態度は，いわば儀礼的なものであり町そのため陸箪

の強い抵抗と相候って，この決議を根拠として睦海軍省官制の改正12)を克ちとるまでには釜ら

なかった。
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こうして，政党勢力による軍備縮小要求は白からの不団結によって部分的成果を得たのみ

で終るわけであるが，注目すべきことは， この第46議会の審議の過程で， 小論が問題にして

いる武宮の学校配属をめぐる陸軍省の動静とそれに対する文部省の対応が表面化して来ること

である。すなわち，同議会予算委員会第四分科会で，山梨陸相は，兵役年限短縮の完全実施を

要求した革新倶楽部高木正年，庚Eわ倶業部八島平等の迫求に対し，第一次大戦後の兵器の進歩

や戦術の変化による兵士教育の高度化 r精兵主義」の採用問， また国民教育の不備を現出と
して，四十日間以上の短縮は困難である 14)が「……各倒ノ教練ノ如キ事ノ¥悶民教育デ補足ガ出

来ノレカラ， ソレヲドウカ工夫シタナラパ短縮出来ル……J15)と答弁し そのための準備を開始

したことを次のように表明した。すなわち， r是ハ今，多少ノ具体案ヲ作ツテ内務文部ト向時ニ
研究中デアリマシテ，此具体案ガ如何ニ変更サレルカ，マ夕、一寸分リマセヌガ， ソレダケニハ

進ンデ居リマス J16)とo

ここで，山梨が言った「多少ノ具体案jとは， 1923 (大正問年2月5日付「東京戟日新開J

に報道された「兵役短縮に関する由民軍事教育方案…一陸梅文内四省連合会議i7)とし、ぅ
内容であると推定される。 この記事は r欧州戦の実験に鑑み閤防は留民の閤防なりとの信念
を品め欧米列国は一般国民の軍事教育の施設に努なると問時に永久の平和を維持するの精神か

ら軍縮を計り，平時兵力を最少限に留め軍費を節約して文化方面に用ひ掴防の欠陥は右一般国

民の箪事教育で之を補ふの趨勢を米し我爵の与論も亦軍事費部約兵役短縮を叫ぶに査ったの

でj陸軍当局も委員会主f設けて，一般国民主存率教育方案を調査研究中であったが，ょうやく成

案を得るに至ったとし灰罰する所に依Jればとして，その「方案」を以下の如く紹介して

し、る。

綱領

一、青少年の智徳体三予ぎの向上を計り完全なる第ニ関民を作る。

二、 忠忠、沼君陶愛悶の精干衿申苦なr主義=

要 T臼2 

一、服役短縮の程度は主として軍事教官の成綴如何に依る者だが先づ第一期の計磁としては一年八ケ

月に短縮するをお途とす。

二、義務教育年販の延知土兵役短縮と段1fs.・大な関係を有するものであるから陸軍当局は速に1主達成を
熱望する。

三、大中小の各学校は一定の方法に義き111.1本教育さけむし，中学校に入校せざる青年の為には各地方部
体で了午Jζ迷する迄毎年一定期間軍事教育を施すこと。

問、地方青年間教育は各地方の状況に従ひ閑散期を利用し学校等と連絡し之を実施す。

五、右家事教育を受けた二青年は徴兵適齢の期に姿り段寧から派j宣された試験委員の検主主を受けt習得託
を付与される。

六、習得誌を有するものが徴兵検査に合格し兵役に服する時は入蛍期日を阻i箇月開(所溺新兵期限)

延期されるから其者は一年八ヶ月となる次第である。

こうして陸軍によって示されたいわば f素案Jとでも言うべき案は，後の「陸軍現役将校

学校記属令」や f脊年訓練所令j に~る軍事教育政策のいわば原型としての意味を持ち得ょう。

この「素案Jは，一読して明らかなように，兵役の四ヶ月間短縮を前提として，第一に，各レ

ベルの学校における「一定の方法」にもとづく寧事教育の実施，第二に，小学校卒業以上の青

年に対する「地方団体Jと「青年間Jによる二本立ての箪事教育の実施，第三に(注目すべき

ことに)それらの家事教育の結果が，兵短に耐え得るかどうかを「検査」ずべき「試験委員」
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の臨箪からの派遣，等を構想しているわけであるが，これらの構想の意義について若干'触れて

おこう。

に， r大中小の各学校J，r中学校に入校せざる青年Jr地方青年間jの三本立てによる
軍事教育を企図している点である。ここでは，後に中学校，師範学校，高等学校，大学に対す

る現投将校配購と，青年訓練所の二本立てに収飲されていく軍事教育が，当初の段階では三本

立てで構想されていたことが示されている。

第2に， r大中小の各学校」における軍事教育は， r一定の方法に基き」実施されるとされ
ているが，この「方法Jの中には，前述の如く，衆議院「控室区ノ整理縮少ニ関スル建議案外一

件委員会」に陸軍省より提出された「参考書J中で、示された小中各学校への武官配属構想が当

然にも前提されていると判断でき， したがって，陸軍は当初からかかる構想のもとに出発して

いたと言えよう。

議3に，予定されたで、あろう教苦手課程について言えば，四カ月短縮が前提されるのである

から，いわゆる初年兵「第一期j 教育，すなわち，各個教練，体操，銃剣術，射撃，中隊教練，

陣中勤務18)の各課目を課することを予定していると推定できるが，中学校以上の軍事教育の方

法としての一年志願兵制度，一年現役兵制度の改変について判断すべき材料は乏しい。

第4に r素案j五， 六の「試験委員Jの「検査Jにもとづく「習得証」の授与による兵
役年限の短縮とL、う方式について述べておこう。この方式は，第一次大戦の前後にすでに列闘

によって実施されていた方式1めではあるが r廃疾又ノ、不具等」の理由20)による以外徴集の免

除，延期の許されなかった一般徴集に新たな意味を有する徴集延期規定を加えようとするもの

であり，また，特権的徴集猶予規定である一年志願兵制度の有資格条件の一つである認定学校

の認定基準が専ら「学科程産i1)であったものを軍事教育そのものを f試験」の対象にしよう

とした点でも重要である。

この睦軍案を基礎とする各省間協議は，すでに開催されたと報道されたが22)各省関におい

てどのような意見交換がなされたのかは不明である。ただ，この問題に関係の深い文部省の態

度だけは，帝国議会審議の過程で若干知ることが出来る。すなわち2月5S，衆議院「市町村

義務教育費国庫負担法改正法律案委員会J(第一回)23)において文部当局考は，上述の「東京朝

日」に掲載された控室事案に対する意見を承りたいと言う憲政会高回転平の質問に答えて次のよ

うに答弁した。

ro鎌同国務大医 !庄司主当局カラ文部ノガニ交渉ガアリマシタ，1罷シテ之ハ各省ニ渉ッテ関係者ガア
ザマスカラ，…・・・マダ何等縦走シタ案ハ得?セヌ，要スノレニ攻究中テoアリ 7 ス。

(中 島各)

0赤商政府委員先刻大臣守三戸シマシタ過し判bノ影響トシテ，隠民教育ニ対スル陸軍当局ノ希
虫トデモヰ1シマセウカト云フナコトハ，私共了/兵シテ底ノレノデアリマス，此ノ点ニ就テハ目下折衝ヲ

致シテ厨リマスガ・H ・lfLeJj:教育ト公フ関係ガ入ッテ参リマスノデ，私共モ直ニ之ガ断案ヲ下スコト
モ出来ナイノデアリマス…・・・国立体育研究所ノ予算ヲ本年度要求致シ?シタ…...兎ニ角文部当局トシ

テハ此療体育向上ヲ殴ノレコトノ必要ヲ認メテ活ノレ……。j

このように，文部省は，陸軍案に対し消極的に対認したのみならず，この機会をとらえて，

自省、が予算要求をしていた国立体育研究所設立(それ自体，近代日本の体育行政の中で重要な

施策であったが)の了解を求める場に利用したので、あった。そして，こうした天皇制国家国有
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の官僚セクショナリズムは，武官学校配属をめぐる陸軍，文部両省交渉に最後まで付纏うので

ある。

その後，この間省、間協議が，どのような経緯を辿ったかはまったく不明であるが，同年4

月6Bに交渉すべき関係省に農商務省、が加えられ，文部省の主催のもとに， r五省連合委員会」
が開催されている24)。出席者は次の通りであった。

文部省 普通学務局長 山崎達之輔

実業学務局長 粟谷 謙

陸軍省 軍務局長 畑 英太郎

主事務局課長 梅津美治郎

海軍省 主事務局長 大角界

農商務省、 参事官 立;石*

内務省書記官石川本

この「五省連合委員会j では，軍縮以来の囲内外情勢を「……箪民互にa覚して，因坊の
基礎を関誌全体の負担」とする思想の普及と具体案を立案することを目的とし r青少年の体
育を奨励し義務心団結心を樋養し規律ある国民」の養成，及び r国i坊は所謂国民の菌防な
りとの本義を明らかにし一朝有事の臼に当りては挙国一致悶難に当るの準備と覚悟jを樋養

すべく，次のら項自が「実施項目」として検討に付されたとされている。

一、大中小各学校に於ける体育並に率:事:教育普及の程度

二、軍隊と学校との連警察

三三、少年間，青年間の教育方築

四、青年間教脊の地方産業に及ぼす影響及其効;巣を挙ぐる為めの施設

五、兵役短縮程度

「協議jは臨軍省の「既成原案Jを基礎としてお)r軍縮に伴ふ国民の知識，体育，団体的訓
練に就て意見の交換J泌)が行なわれたとされているが実質的討議には査らず， r具体的調査会J27)
を組織して行なうとされた。実質的討議に歪らなかったのはいわばさ当然で、，内務省，農商務省

はいわば儀礼的参加にすぎなかったし鈎)，肝心の文部省もこの時点で素案を持つには軍らなか

ったのだから。そして，この文部省案がまとめられたのは，同年6月であったお)。

「青少年教育j と名称されたこの案は， 森岡常蔵督学官によって立案されたとされ， それ

の「骨子Jが「東京朝包新聞J，r教育時論」に紹介されている30)。以下に全文を掲げてみよう。

一、名称「青少年教育」

近来I世間では学生の軍事研究に対し，軍閥の走狗であるとか或は軍国思愁の宣伝に利用するもの
でるるなどL曲解するものがあるので国民の誤解をおかぬ様，殊更に此点に留意して命名せるもので

ある。

一、大中小学校生徒の体育の向上と，主答率教育の普及主主に軍隊と学校との関係

同小学校生徒は専ら体脊に重きを置き身体の発育を助長する様努めること。

{ロ) 中学校は従来中学卒業生にして目民役するものは， --~~志願兵たる時去を有したが今後中等学校生
徒に対しては在学中主主に一年志綴兵と向様なる箪毒事教育を施し教育の真髄を破壊せぬ範囲に於て中

等学校生徒は殆んど爾一的に軍事的霊長養を具有せしuること。

本 ともにフノレネームは不明である。内務議書記官は本省の課長クラスとされる (r内務省史」損害一巻.p.634) 

が，具体的ポストは切らかでない。
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村大学学生は各専門的に学術の慈奥を研讃するものであるが為体育的運動及遊戯を奨励するも中等

学校生徒の如く所調室奪事教育的色彩を無からしむること。

武官学校配属構怒

一、少年間援に青年図との関係

従来比較的に閑却されたる溺民皆兵の突を挙ぐる為めには所謂国防は国民の国妨なりとの~の如

く倒防を国民化し健全なる身体と健突なる思怨を穣成し国民の基礎的勢力を養ふに夜るから我国民の

身体的特質を探究して教育主主に生活状態を考究する為め特に体育研究所を設置し権威ある科学的研究

に慕~我国民に適合する体育法を確立し生徒児童のみならず一般的に国民の改幸容を図ること。

歩兵隊一年志願兵教育設JI次表

(12月入営の場合)

各偲教吉宗

体操

銃剣術

射撃(距離郷重量ヲ含ム)

中隊教練

陣中勤務

凶

業3

第一期ノ課自

作業

実兵指揮及教育法

第一，第二期ノ課目

大隊教線

第一乃至第三期ノ課自

主主隊教事東

旅回数練

秋季演習

一瞥したようにこの案は， 第46議会における鎌田文柏， 赤司次官の答弁の域を出たもの

ではなく，兵短のための実質的軍事教育を主目的とする陸軍案とは異って兵短を前提にしてい

ないと言う特徴をもつものであった。もとより，選兵基準の第一義的要件たる体位の向上を計

るべき新しい体育法の開発と普及は，陸軍にとっても反対の対象たり得べきものではない。こ

のような文部省の消極的な対応の中で，一つだけ積極的に提案しているのが中学校在学生に対

し在学中に「一年志願と同様なる軍事教育を施」すとしている点である。しかし，この点もど

のように実現させるのかという点では極めて

唆昧である。この一年志願兵教育は，認定学

校における兵式体操の課程を終了後，一年間

兵営内で受ける軍事教育課程であるが，その

内容は，術科(戦闘技術)で， 歩兵の場合は，

表-2の知くであるし，歩兵以外の兵穫では，

教育課程は「一般教育ノモノニ準ll)じ，その

進度を早めて行なわれ，学科(典令範教育)は，

各兵科最低14種類32)に及ぶ躍大なものとな

っている。この路大な課程を「教育の真髄を

破壊せぬ範聞に於てj中学校で実施するのは

ほとんど不可能で、あると雷えよう。

この文部案の「完成j後「渡ちに第ニ次

五省連会委員会合開く筈l3)とされたが，そ

れが開催されたかどうかは不明である。そし

て 9月の関東大震災によってこの各省関に

渉る交渉は立消えとなった。その後この問題

は，加藤高明内掲の行財政緊縮政策と陸寧の

総力戦準備のための軍制改革の具体化の過程

で，文部，陸箪両省、交渉の形で再びクローズ

アップされる。

受
四
月
中
旬

自
十
二
月
上
勾

奈
七
月
中
旬

歪
十
一
月
下
旬

表-2

第一一一掛川

期

第

期

2高

第

(f箪隊教育令J大蕊10年箪令陸第 10号附表二十四)

ところで，前節で、触れたいわゆる「山梨箪縮jは，その結果として大量の「失職将校Jを

生み出したが，この「失職将校」の取扱いをめぐっても陸軍省と文部省の接触が行なわれてい

た。以下では，この問題について述べておく。

軍縮に{半う軍人，軍工廠職工の整理は，総数で約五万八千人34)とされたが，これらの蹴替

は， 1922 (大正 11)年8月， 23 (問 12)年 2月， 3月， 4月など数次に渡って実行された35)。 これ

らの退職者の再就職対策として，陸軍は，倦行社内に「義済会」を設けた。この組織は，会長
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に前陸相大島建ーを置き，海事として，陸軍省経理問長(現職)の田中政拐を配して36)，東京府

内の職業紹介所，職業安定所との連携による職業紹介37)をはじめ退職率人のブラジルなどへの

移民の斡旋38)などの事業を担った。 これと主主fjして陸軍省独自でも，主に， 2，200名39)の「退

職将校jに対し大蔵省から特別に賜金を引き出したり，省内で「実業講習会」を開慌し40)将

校の再教育を実施するなどの対策を議じた。

こうした失業対策の一環として，陸海軍省は文部省と協議の上で，退職将校中の中等教員

志望者に対し東京高等師範学校を中心として「将校収容中等教員養成講習会J41)を開催し，

不足がちであった42)中学校，師範学校，高等女学校の教員として無試験検定で送り込んだ。

この「講習会Jは r文部省主催将校収容中等教員養成講習実施添備行程l3)によれば，次
のように進行するとされた。

一、五月一日 陸海軍省ヨリ議習ニ関スノレ実施要領ヲ発表シ志願CjI:jヲ募集ス

一、八月 十!ヨ 陸海軍省ニfjT テ入学志笠者ヲ JI又纏メ中級Z，~fi別名簿ヲ紙製シ試験場別受験人名及各

試験場ニ於ケノレぷ験t担当主任'Crノ1'fJ徹氏名ヲ添付シ之ヲ東京j均等!'lm範学校ヨリ各試
験場へ選抜試験問題ヲ送附ス

一、九月一日 本臼及河日間く乙種ニ|浪リ2日マデ三日間>選法試験ヲ行ブ尚樹立さ当主任官ハ試験

終了後直ニ25案ヲ東京高等師範学校長ニ送付ス
一、九月十二日 東京師範学校長ヨリ受謙者氏名ヲ陸海軍省へ通知ス

一、九月ト四EI I没if.rrボヂiニ於テ;{i，l'fiリ者ニ対シ，l'FhJ及議汚所へIJ¥SiJ'iノ![針IJヲナス
一、九月 iヅi日 陸海軍ぞiハ:ti;{fT J.，lj' J受講似i言及緩庁長/}<人'JO}i]土と/説明ヲ嬰ス>ヲIiI京高等師範

学校ニ，送付ス

受講願書及履設を謀総式ノ、j肋工

一、九月二ト日 授業ヲ開始ス

これにもとづき，陸軍省からは「文部省主催中等学校体操教員養成講習実施立支出願手続要

領 J41)(睦普三二二七号)が通牒され，表-3のように，体操，英語，数学，国語・漢文の各科が

実施された。

署長一3 設職将校中等教員養成講習会一覧

種 類
言語 潔 其目 IM1 

実施場所
- 1111 期防 開催期

第一 l当 乙l手 i 63 ケケ 月月 !大正12年.1月0N~大1正3.年3F1 
東京高等総範学校

体 操 第二回 乙甲 74 ヶヶ 月月 13. 5-13. 11 
j澄!取戸i幻学校(一部)

第二回 7 ケ Jj 14. 9-15. 3 

第一悶 9 ケ 月 14. 6-14. 12 東京~i 士事師範学校
英 諮

第一信1 9 ケ 月 15. 4-15. 12 !ぷ1r(d高等師範学校

第一間乙滋 7 ケ 月 13. 1-13. 7 

第一回Ifl滋 15 ケ Jj 13. 1-14. 3 
東京高等師範学校

第一凶乙種 8 ケ 月 14. 4-14. 11 広島高等師範学校
数 品ヲゐい

第一間Ifl穏 15 ケ Jj 14. 4-15. 6 東京i勾?喜吉師範学校

第二郎乙種 9 ケ Jj 15. 4-15. 11 広島商号事師範学校

第三回Ifl重量 15 ケ 月
昭和

15. 9-2. 11 
大lE 東京予言ミ柏市級学校

思議・漢文 第一回 12 ケ 月

1) 畿中， '1ヨ積とl主，夜郷のi塗寧将官同相当官.退職予定並在郷の海軍士宮，乙穫とは，建築戸山学校
体操科を卒業した在郷の陵箪将校，務室事砲手i育学校高等科教程を卒業した返署員予窓主主在郷ノ海軍士官。
2) r自明治三十七年三巨大正十去年霊在家宅gif)卒史J下， p. 1063-p. 1065より作成。
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こうして開寵された「講習会」を， 数学科(第一回)の場合についてみると， 8月 10日に

控海軍省人事局より 「受験者官氏名及選抜試験強当主任官名簿」品)が東京高師に送付され， 陸

106名，海主主 30名，計 136名が，出身各縮問司令部，鎮守府などで，東京高等師範学校作成

の算術，代数，幾何，三角法，高等数学初歩，の試験を受け46)，甲種29名，乙種25名が合格

した47)。受験科目は，甲種の場合，算術(毎週一時間)，講師 国枝元治，初等代数(二時間)，

[ilI枝元治，高等代数(ニ時間)，掛谷宗一，初等幾何(二時間)， 阿部八代太郎，高等幾何(ニ時

間)，阿部八代太郎，三角法(一時間入阿部八代太郎，高等数学初歩(四時間)，杉村欣次郎，修

身(二二時間)，荻原 拡，教育(四時間)，森岡常蔵，大瀬甚太郎，数学教授法(二時間)，阿部八

代太郎拙)で，計 22時間， 15ヶ月に亘って行なわれ，Ej3緩講習員 29名に対し，求人申込学校数

58校という好条件のもとで， r当分就職ヲ希望セスJという 2名を除いて各地の中等教員とし
て就職して行った49)。

また，体操科について述べると，講習内容は解らないが，このような箪人経験者の体操教

員登用は r明治」期以来の食関な体操教員養成制度の補完としての家人依存構造の一環とし
て{立置づくものであった問。そして，このような長期にわたる武官出身者の体操教員登用の結

果， 1924(大正13)年 3月 1日現在，公私立中学校，師範学校，実業学校(大阪府を除く)体操科

担任教員総数 2，306人中，陸海宝石.軍人出身者数は， 1，028人， 48.9%の高率を示すに至った51)。

このことは，すでに学校内における軍事教育体系創出の条件が準備されていたことを示すとと

もに r陸箪現役将校配嵩令Jが， こうした軍事教育の「開始j ではなく， 在職の武官出身教
員のいわば「指捧官」を学校内に送り込むことによって，むしろそれの「完成j を意味Lてい

たことをも示していた。

〈数日〉

1) これらの経緯については， f副総 rlU二疋期1 における F武官教師~ (体操終t!:!.任教員}創出の試みJ(北海
滋大学教育学部紀要，第30号， 1977年10月)。で詳しく触れている。

2)防衛庁妨術研修所戦史家，高崎IE男執議 f戦史議選，際家主審議動員<1)d十i弱謀議Jp. 16， f，i)j:;!ミ新関投，昭

和42年。

3) 問委員会i九大IE11年2月までに69号に渡る「月報J~ど発行している。その中には， r本戦役ニ於ケノレ
交戦各ll'l/ ~国民教育主主青年ノ活動J (茶ー~主主I}LI，第三号，五号，六号，八号，十号)J交戦各国社会的青年

教育J(((補修兵一))仏， ((補修主主二))米，第三 i七号，第五十二号)などの報告を含んでいる。また， r欧
州交戦諸国/際家ニ就テJなどを含む「月報」特号(関数は凝認できなL、)を発行し， さらに， 100 f守

に及ぶ蕊UiI.惑を関係各機関iこ提出している。 これらの怠見議の所在は今のところ定でないが， r臨時家
事調1t委員ヨリ提出シタノレ;窓、見総悶l.kJによれば，この意見露中にl人各種典範令改正tニ関するもの，
「国家総動員ニ関スノレJJi;JiI.j rj寄生F教育品関スノレ立、見Jなどが含まれている(r臨時家事調査委員月報共他
自主語」大正 11年2月25臼i議室事省印刷IJ)。

4) 加藤一平『米関空全通学校ノ軍事教育ノ実況及箆ヌドノ学校ニ於ケノレ家事教育ニ対スノレÆÄ見~ r{皆iTt土記事」

設~ 502号，大正5年5月。この兵式体操改革言語の内餐は，前出拙稿， p. 61…p.62に詳述した。

5)行言語の関係から， ここで、は，家の側における構想、を中心に指摘したが，たとえば，総持教育会議におげ

る江主j(千之発言言，泊所事さ治文部次官発言ぎにみられるようによミ綬をセットにした7訟では無い一定の構想、が

提起されいたことはよく知られている。

6) r東京朝日新聞(夕刊)J大IE12年2月6日付。
7)滋政会からの建議案共同提出の申し込れに対し政友会は， 1月27民最高幹部会を院内に開催し次のよう

に決定し，建議案提出のときはこれに反対念ることとした。

「議論をなせば色々之危なし符べも今冬議ねて之さど建議し以て陸主手当局なして之を実行せしめん

とするも， それば行iまれないことである欽に本年は止と後原案一(勺まり，第45議会での建議ー引用者一)



110 教脊学部紀要第36号

に同意、し{自白適当の解決をなすがよい。j(r大阪戦臼新聞J大lE12年1月28El付)。
8) r東京朝日新聞」大正 12年2月13日付。
9) 向上，大lE12年2月2臼付。

10) 向上，大正 12年2月23日付。

11)政友会は， 前第45議会においても， 軍部大医武官主事俊市iJ，中徐韓基上奏権を攻警察Lながら軍縮委員会で，

完軍政会下関忠治に明確な態度表明をisまられると態度をあいまいにしていたが，今第 46議会において

も閣外協力を表現している加藤滋拐の?雪震に儀礼的に向調したのみで，それ以上は何もしようとはしな

カミっTニ。

12)綾主存者管制j二十六条および海第省官官Ij三十三条に規定する職員定員規定の附表の改正を;訟派する。

13)第四十六回帝殴議会衆議院「予算委員会第間分科(躍を箪省及海家省所管)会議録(速記)j第一回(大lE

12年2月3日)p. 4。この答弁は，潟木正年に対するものである。

14)俊樹山梨半迭による兵役年限短縮についての説明はつづめれば本文の如き論潔であったが，このような

論理は当時の陸簿上!警官官に一般的であったらしく，参謀本部総務部長少将岸本隊太郎(畿二七5期・際大

14期)は，帝国在郷軍人会本部発行「大正公論」第三巻・第四号(大lE12年4月)に『夜営年限短縮問

題Jと題する読者説を発表して大略以下のように楼箪の立場を説明している。
洋本i1:.， r第間十五議会以来特に践しく論議せらる斗に玉さった在営年限短縮問題は……月奇想衆議続

建議の一年i混筒}jと軍部の一年十銭月署長との関に，依然として六鐙月からの開きがあると云ふので，察

部に院議毒事震の言成主主なしとの誘務を加えて止まぬもの」があるが，軍部が「……夜営期限一年十筒月以

下に短縮することは，我国背少年の体育及団体観念の現況に照して，不可能なりと主張する所以は，突

に国防当事者としての理主主塁上， 己むを得ざるに出づるものである。Jと前践し， この年限短縮論の総括患
を「一，1Jf:， 米の応急短期教育主主が克く精鋭の独逸兵に対して戦争を終始したと云ふ考えと，二， ~見に

イム.伊関閣の如きは，二年，三年の夜営期限を一年半又は一年間箇月に，短縮しようとして絞ると云ふ

事実と，三，嘗て箪i滋教育を受け，又その教育者であった予後信者役軍事人中に，公然tE営期短縮可能を論

じて居るものがある。」の三項目に整理L， これらは f……何れもZ要請告に触れざる綴察jであるとし，
以下でそれぞれに対し反論を開始する。

まず，第一の英，米などの戦時中における応急短期教育兵と独翠との関係については， r大戦間に
於げる各閣短期教育兵及主主の実績を観察Jした給条， r……綬期教育兵の倣f践は緩めて低劣にして， 独
箪にありては平時周知jなる教育により練成せられたる多数の長鶏兵を有し，之を主主幹として家隊価儀の

低落を緩和し米ったが，遂に長期教育兵減少と共に威力衰退を来し， ~毛主事は繍E寺徴委主の短期教育兵を主事

の主力となせる結果，終始防守送嬰の戦闘を行ふの外策なく，空宇に戦争の永続と共tこ，主事語教練戒の白子

主:!重ね得たことj，敬箪(独第一引用者一)素質が反対に新要事兵多数に依って低下せられたる為め，辛じ

て対抗匹敵し得たのである。更に米第にき笠つては，九箇月の教育を経たと云ふものふ，綴成上の欠陥多

く， 1i筒々戦争末期に於て戦意喪失L，主主兵力減少せる独箪tこ対したので，著しい失態をi策ぜずして終っ

たが，之は一つの鎗俸に過ぎないと調べきである。jとして，これによって， r新募応急家放の威力の程
度は明瞭であって，又英，米新善事兵が独撲の精兵を圧倒したのでないことも……事実であり j，r平時に
於ける一年半位の教育(応急短期兵は英にあっc:は一年半以上，独，米にあっては九ヶ月間.戦時の人

心緊張の下，重費用を憎まず，耳~i主戦線の後方において実際的隊機を使って教育したにもかかわずなお十

分な使用に耐えなかったのだからー引用者一)が作り得る箪隊精鋭の程度は，容易に推知し得べきであ

ると信ずる。」と反論する。

ついで，岸本は， このように短期兵を~定すれば，あるいは， r..・H ・『近世戦争は，何うしても長期
に亙るが放に，……婆は充実せる国力を有し，国家総動員を十二分に実行し得るものが，結局の勝利者

たるべく，英，米がJiPち止との実例なり』……」と言った反論も有ろうが，この一国の総動員のためには，
精兵と多兵とがパランスよく況設さされる必要があるとし「精兵か多兵かの問題jを立て務外閣の例を引

きつつ霞頭で、主主怒した第ニ，第三の論点に反論を加えてゆく。すなわち，戦後，仏， j伊が王手際短縮した

のは，主事事上の理由ではなく， r......実に戦待荒廃に委ねたる生盗事業の復興を必要とする，焦唇の急
tこrc:;ぜしめんとするものjであり，こうしてき色じた国防上の不備を補うためにたとえばフランスでは，

no万の長期待年)在営志願兵制度Jや「関民体育及率事予備教育法律家j7，ど可決しようとしている。
このことに関連して，看過してならないことは， r各国が一般兵郎ち，独の警警察兵(十八万)仏の一年半
兵(三十万)突の地方主事(十九万)米の議問主事及予備寧(法定兵力関十ニ万)の外に， 隣室事の基幹として
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長期線役者を，宮警はんと Lて居る事実である。Jlnち，
独の十万(ヴェノレサイュ条約により規定せられたる数)十二年服役

仏の十万 最少限五年服役

英のニ十五万 七年服役

米の十四万(法定数は三十万)絞少限三年服役

が送れにして，官有者を以て多兵の要求を充し，後者を以て精兵の用意に充てて懸るのである。」

このように，各国とも一方では精兵を教育しているにもかかわらず， r我予後備家人中に， (会兵種
のーヲi用者 )夜営年限の短絡可能を論ず、るものjがあるが， LかL.それは， I日玉定歩兵に就いての議

論であって，大戦後の兵士教育は「……亥に隔世の感を抱く」ほど変化したとして次のように述べる。

「飲州戦前の如く，歩兵は小銃と銃剣とに依り，中隊長なり小隊長なりの号令の下に，前進し，射

撃し，突撃して居った当時ならば，或はやりやうに依り，教育郊の短縮も可能であらう。併し乍ら，時

代i主戦後急転して，今や歩兵は段も復維の兵重量と化L，小銃銃剣jの外に，事王，重量機関銃，歩兵平射及出1

射砲，郷3単筏及手摺弾を信者へ，自ら電話及無線空軍信を実施L，書室壌の掘開，軽掩蔽部及小架橋号事の作業

念行ひ，初も其の戦闘法なるものが分隊毎に分散L，主として下士以下の指著書及各兵卒の独断によって

動作しなければならぬ様に変化j したのであるから単純に短縮可能とすべきでないと反論する。

それでは，我が闘が， r精兵主義で立つべきや，多兵方針で進むべきj かと言え.i， このことは一
般的にl人「国防方針なに作戦の透りガなりに依って定まる……jものであるが， r絶対優勢の海主事力
に依り掩護せられる」英関や， r.....・閣内にあらゆる寧需資源な包有せるJ米国とはちがって， r……資
源に乏しく(従って長鶏戦は耐え難い 引用者一)，民多数の島襖に分れ(従って，開戦と共に手広く立

敏捷に活動して，外敵を免れる事が必要一引用者一)Jr方自ふるに一気n可成を得怒として， 長きに絡み易
いE盛氏伎を有する」我溺にあっては， r……第一に(開戦当初に一引用者一)に使用せらるべき兵力は比
較的精鋭にして， J主某限度の多数jが必要であれ 「所謂速戦郎決と云う点に着限して， 準備合なすべ

きである」として「精兵主義」採用の立場を表明し，短縮言語に反対する。

こうして，洋本参謀本部総務部長は，兵役短縮の一般的可能性を否定した上で，この問題について

の「見逃がしてはならぬ鮒幣事項」として，第一に， r我閤民生活とよ毛営起}習との懸隔J(たとえば，畿
の上に和ijRを育費て精たものが，軍服と華fI:とに慣らされなければならないこと，公衆道徳，悶体奉仕の習

慣の欠如などを指摘しているー引用者一)第二に，在営中の雑役勤務について触れる。 t己て，もし，
「悶民負担の軽減と， 関室長生態力の増加とを計る為……在営期限短縮の途なきゃ夜やと云ふに， 言iJ述の

如く，我国民生活と兵営起E号との懸隠，之が為生ずる教育の悶難は，今遜に之を如何とも致し難いが，

弦に関民の体育及家事予備教育を向上し，入営期以前に於て茶程度の寧事知識と，規律にsR従する轡僚

とを養成するに於ては，主事隊教育を空軍易なら Lめ，従って教育英耳間を短総し得ベき潔にして，斯のま日iき

餅l躍をの確立を見るにE授らば，必ずしも二年の現制j在営燃を，関執するものでなLづとして，きわめてき

びしい条件の下でのみある程度の短縮は認められるとする。そして， このような「恩民主事事教育」は，

欧米列強においてはすでに関家事業として統一されるにき祭っており r……特に青年の思想動様し， 動
もすれば国家を無視し，団体的行動を否認して，事楽を追ひ，体質漸次滋下せんとする現況jにある「我

溺に取っては大L、に参考と為すべきものでJあるとし，最後に次のように述べてこの論説を絡んでいる。

「喜きするに， 上述のま日く国家立主びに悶民の現況に於て，Iaに夜営年限を短縮せんとするは， 醤防当事者

として之を背じ能はざる所にして. J比の問題は， -，こE護家青少年訓練実施と，茶の成果に依つてのみ解

決し得るものと云ふべきである。J

15)前i出設 13)，第二凶(大IE12年2Ji 5日)， p. 14。矢島専平に対する答弁。この答弁の中で，山梨は，主事

が如何なる点を国民教育の欠点と考えているかとの矢島の質問に次のように答えている。

r....・・5喜一ニ抽象的ニ申シマスト， 精神教育モ今少、ン篠実ニシテ.ヒタイ， 軍最ニ私共/非常ニ感、ジテ賠
ノレノハ，犠牲的精神ガ欠ケテ跨ノレヤウニ窓、己マス，精神状態デハ先ヅー望書ノ欠点ガ主主処ニアノレダラウト

思ヒマス，第二ハ体育ノ不十分デアリマス，体育ノト分デアルト云プ者ハ受テ少イ，第三ニハ体脊ト精

神トノ合体デアリマスガ.節度ニ従ッテ或ノレ俊ノ動作ガ出来ナイ，是ダケガ私ハ欠点ト恵、ッテ蔚リマスJ

16) 向 t。

17) r東京朝日新筒J大IE12年2月5日付。
18) Ii'付表第一，歩兵隊教育11原次表ふ「寧i球教育令 付関係諸11示講和摘要j教育総皇室部，大正13王
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ここでは，陵家の基幹である歩兵の第一期教育議日を示したが，他兵糧で:土，第一期が凡ね五ヶ月

間で，そのよミ稜にかかわる「特業jが諜せられる。第二期，第三期は，各兵穣とも，それぞれ，凡ね二ヶ

月間で，第二期では，第一刻の復習，第三期では復調と大隊教練が加わり，第{羽期(凡ね二ヶ月間).こ至っ

て，連i泳教練， jj任問教練，総合i鼠濁たる秋季i策調が加わる。第二年度隠は第一年度目の繰返しである。

bなみに下決(歩兵隊教育11関次淡)を参照臣賞いたい。
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一、初年兵ハ第一期末ニ於イテ概ネ左

ノ程度ニ逮セシムルヲ要ス。

各f調教練中徒手及幸夫銃/教まわ、完
全ニ i投兵ノ教事~ハ自在々完全ニ{修得

セシム O

銃声1]罰百ハ出突ノ裂鉱15'会得セシム

射殺ハ射撃教範ニJ処世阪総測量ハ

悶iltaiよ・ノ概要ヲ会得セシム。
中i滋;s(l事ハ小罪法/教練迄}シ伍及
分i泳ノ教練ハ小隊ハ機ネ各{密教綴
/絞度ニ埋葬シ小隊ノ救急~ハ慾列&

11祖国縦隊ノ行進ヲ為シ得シムノレヲ
皮トス。

陣中勤務ノ、主トシテ行主事及干菌室主ニ

~シ主主概要ヲ会得セシム。

二、初年兵ノ軽機関銃手ニ対スィレ駿機

関銃/教育ノ、第二期ヨり;とヲ鮒始シ

同期末迄ニ中隊以下ノ教練ヲ絡々ラ記

念ニ修得セシム。

三、体操ハ兵種ノ tf. fl~ ニ綴ミ教練，淡

習n並度ニ伴ヒ議3笠実施スノレモノト
ス。

問、作業ハ立射散兵竣(軽機関銃手ニ

主任~テハ i綾機関銃掩体ヲモ) ヲ機築

シ得主主i寧得物/通過法三年ノ、主主喜喜怒iヲ
会得セシムノレヲ婆ス。

五、第二年度末マデニ小銃一手ニ1'fリテ

ノ、事基機銃ニi潟スノレ裁礎動作ノ概l!Mヲ
軽機関銃手ニ在ワテハ小銃手ノ動作

ヲ聞き々完全ニ修得セシムノレヲ姿ス。

l!M t筒弘一期 l第二期γ瓦お!一一一証明1
JLJj王5

i i-1-milz二品l
述E義教事~

;附鰍
秋季以ti努

大隊数料日明
川i'F 

中隊教斜t! 

E車中勤務 2

j議ふ
令{
 

手文

育

問

1p 

Fま

lI~i 

-
F

、
寸
V

一、滋泳3えi欝兵jハ級DI;地/関係す綴露首:シ自m団長ニ於テ巡玄之カ教育ヲ規定スノレモノト
ス。

二、迷滋長ハ戦時ノ必要ヲ露目隠シl!Mスレハ王子千ノ尉ir，総務曹長Zえで二とニ機関銃及歩
兵砲ノ教育ヲ為スへシ。

三、{午主義中~!J'í.iIJ ノ技能 7 主主スノレモノハ部団長ニ於テ巡双方法ブ定メ将校及下士卒務千

ヲ約一月間工兵隊ニ主主主選シ教育ヲ受ケシムノレモノトス。

封詰

善之

ずJ 

19) J:たニとえiば工，イギリスの“Of鉛五cerTra幻inn必1込igCorps" (付4将寺校数育筒)に対する「俊{繍禰議滋EH妨耳言議警」宇付付J"与f伽担総IJ.
unit" (生徒凶)におjす教線検閲帝IJ。 フランス， 1921年「関民体育及第三事予備教育法律事長J， イタワヤ，
1924年陸箪省令による及第誕の発行による 3ヶ月兵銀など。 控室事省「飲米諸国交少年訪Ij綴の状況」同

省，大.iE14年 12月。

20) r徴兵令」第三主主，免役延期及猶予。
それによれば，廃疾又は不具など兵役に犠えざる言警は免役，身長が徴兵検査室基準に滅な夕、者，疾病

中〆;>Z.Iま病後で労役iこ上陸えない翁，公権剥奪i'ilえび係争中の務，微笑のためその家族が自活出来なくなる
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者i土徴集延期と Lている。「公文綴緊J11司十三綴二十一二主事事門，綾主事，言斉求番号2A，11，⑮ 12920
21) IJ一年志願兵ノ資格ニ渋jスノレ認定学校及入営延期ニ関スノレ{午，1]， 1公文業員事費J向上。

22) 1東京朝日新限j大蕊 12年 2月 5EI 。

23) 問委員会(第一間)1議事速記録」大正 12年2月6日。

24) 1東京朝日新聞」大正12年4月4日， 7日各付，及び「教育持論JIJ待望存』欄，第 1316号，大正 12年4
Ji 15日， 1帝国教育JIJ教育時報』機，第490号，J:1E 12年5月。以下の引用は主に n主主主:戟臼新開」
に依る。

25) 1東京朝日新湾」火1E12年 6Ji 16日付。

26) 1向上J大正 12年4月7日付。

27) 向上。

28)際海務省，内務省の参加が「儀礼的jであるとしたのは推測である。捻測の潔白は，内務省についてこ

れを祭れば，出席したのは役戦のついていない一事務官にすぎない「議記官Jであり，そのこと自体で

内務省のこの協議会に対する児島度は明らかである。また， e量滴務省については，次のような事僚が伏在
していた。

1918 (大工E7)年， 1]算需工業務j良法Jと，それの実施機関として内需号室事議局が成立した。主事言書局i主，
1920 (大工E9)王手，内問統計局と合併し閏害事践と成ったが， この国勢院は， 1922 (大正 11)年廃止され，

以後，軍需工業動員にI%lする業務は差是商務省に移管された。ここに護って，緩海軍は，宝算書害工業動員の

基礎である資源の取得統制jの中心機関を失った。 そのため陸海家は， 1923 (大正 12)年 3月，差是潟務省

の工業動員関係若手務の適切な処裂と，陸海軍との空皆様な漣絡とによって，国勢院廃止の努を絞少限にと

どめ，家事言工業の実施に支隊をきたさないようにとの姿認を燦商務省に捻示したが，同翁l土，事務官が

任命されてから協議する旨回答したのみで，その後この業務iこは熱主主を示さなかったとされている。(吉首

位¥1際主客室事需動員 (1)計遜編Jp. 33-p. 227)。

29)八本木浄氏i土，これを 10Jiとされているが，誤りである。筒年 10月は，関東大震災の後始末の最中で

あり，文部省もまた震災によって建物を焼失しており該署長をまとめるような余地は無かったと考えるべ

きであろう。また，八本木氏が111典とされている「東京朝日新聞j大工E12年 10月初日付で該当する

記事を発見することは出来なかった(八本木浄『学校教練の実施と青年謬11絡所の開設H大月短大論集」
第九号 1978年3m。
30) r東京朝日新路」大正 12年6万 16日付， 1教育持論JIJ持率繍』第 1375号，大正12年6月 25日。間文
記事である。

31) 1寧隊教育令」第百四条，大正 10年率令陵 10号(教育総駿部綴纂「寧隊教育令H古関係談i示講話摘要，

大正 13年6月，琢際社)。

32)一年志願兵に課せられる「学科」教育課目 i人次E芝公参照。
33)註 (29)に同じ。

34)な55t新河」火iE11年 8月 11日付。

この時の宝琴線は，すでに触れたように，際緊ばかりではなく，この陵家の家総会助長したワシント

γ海軍事苦手i限条約にもとづく海家の宝李総も行なわれた。

35) 1東京iliJlEI新隣lJ大1E12年 2月 3臼， 4 Ji 26日各付。
36) 向上，大工E11年 9月初日付。

37) 向上，大工Ell年9月初日付。

38)註 (36)に肉じ。

39) 1陸家々 備主主耳主主害義理Jで示された寧絡による将校削減数と，行政整浬による削減数の合計。
40) r東京朝日新聞J大1E12年 1Ji 20目。
41)東京高等師範学校「第一関数学教災後成講習関係言書類(大正十二年度)J(以下「数学率議関係議録uと略
すいこよれば，大正 12年4月初日付で， 文部省普通学務局長山崎達之輔から東京i蕊郎学校長三宅米予言

へ講習会実施さと依頼した通逮「将校収寝中等教員養成ノl'tJ (議実質2番号J うが発せられている。
42)そのため文部省は， 1922 (大正 11)年 4EI， 第一~第凶臨時教主主漆成所を開設するなどの対策なとった

が，翌 1923年 4Ji段階でも， なお， 585人の教負が不足であると震われた (1教育時言語j第 1397号，大

工E13年4Ji5則。
43) r数学家言語関係言書類J~喜類番号一。
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一年五三綴兵学科教育課呂表

言葉 自 課 自

本 手ト 操 典 架 機 教 範

陣中華喜務令 工
j高島 部主 教 範

秋季演習令 兵 対 事長 教 範

各
体 操 教 範 坑 遂 教 範隊
剣j 手荷 教 範

突撃作業教範(野戦砲兵，飛行，気球隊ヲ除3')

本科射繋教範
爆 破 教 範

野戦築城教範 鉄

プ京ぜ噂 通 i教 範 工 鉄滋ニ関スノレ言者教範
道

害義 営 教 範
鉄道ニ関スノレ言者法規

隊

本料通信教範 鉄 道 学

兵
ヌド科使用兵務取扱法問保存法

号電信ニ関スノレ言者数範(有線隊ノミ)
箪 iffIJ 学

誤4 E議 づ'"'日込

無線電伝ニ関スノレ言語教範(無線i珠ノミ)
官Z

字転 ~ づ点主日ι 
宝章燈ニ関スノレ諸教範(無線隊ノミ)

f言 通信ニ関スノレ言者法規

歩 歩兵機関銃操典 電信電話学(有線隊ノミ)

問 射撃教範 !添
無線電信学(無線隊ノミ)

兵 突繋作業教範
号室 燦 A寸M日， 

騎兵機関銃操典

騎 同 射撃教範
飛行場設備，遜倍，気象鋭測，飛行機

飛 ヱ，発電機工，飛行機樹匂積載等ニ関

a草3 術 教 範 兵
行
スノレ言者数範類

架 橋 教 範 自動王手操縦教範

兵 爆 磁 教 範
隊
航空室ニ関スノレ言者法規

，思3 A寸u与‘ 

l繋僻操縦断言気象制o 問
J馬 術 教 範 気 工，発動機工，飛行機織包積載等ニ関

野 砲兵叙法教範 球 スノレ諸教範類

砲 戦 霊堂砲兵銀潟u，教範{野戦重砲兵ノミ) 自動車操縦教事E
砲
震砲兵力作教範(

隊
兵 間 上 航空ニ関スノレ諸法規

i滋 火 エ 学

，~ A寸時4 E号 術 教 範
事態

重 撃砲兵観測教範
梱包積載教範

王ノ王、 重量

砲主主 重砲兵力作教範
車種Z量級駄馬調教教範

兵
隊 ゾ〈 ヱ 学 潟 学

(f寧隊教育令J(大工E10年第令陸 10号)附表二十五)



44) r径箪省部卒史」下， p. 1061-p. 10650 
海軍省側の記録は不明。
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なお，この f沿革史」で1土， この「要領jを8月10臼としているが， この日には，陸軍省人事局

から受験者名簿が東京高等師範学校に提出されており (r数学寧議関係芸書類j議数番号二五，人往第一五
六八号)，同じ臼に出願要績が発表されることは奇襲L、から編者の誤ではなかろうか。

この講習会l土，後に見るように，大正十五年間万一日以降は，陵主事省の手を離れ，議済会の管轄に

入るため後一3では大正 15年までの開催しか解らないが，それ以降の実施については，次貨に東京高等

師範学校側の史料を掲げておく。

「出願手続芸害額jの全文は次の如くであった。

文部省ト控室算省トノ協議ノ結果さ退職将校中/中等教員志望者ノ為本年十月ヨリ東京高等師範学校ニ於テ

中等学校体操教員養成講習ヲ施行セラノレノレコトトナリ之カ実施主立出願手続等ニ関シ左ノ滋定メラレタノレ

ニ付一般ニ周知セシムノレ様通牒ス。

文部省関俊中等学校体操教員養成講習実施設出願手続要領。

第一場所，講習甥潤，講習人員。

一場所 東京高等師範学校。

侭シ一部ノ科目ハ霊童家戸山学校ニ於テ行フ。

一 講習種類立宣言誇濁期間

Ifl積約六箇月(自大正十二年十月十日.至前十三年三月十二日)

乙積 約三官事月(自大正十三年一月十臼，至悶年三月二十日)

一講習人員各間十人以内

第二受講資格

明治十六年一月一日以後ニ出生シタノレ者ニシテ中等学校ノ体操教員タノレヲ志願シ身体強健志操確実且左

ノ各号ノーユ該当スノレモノニシテ後海軍大臣ノ検挙ニ係ノレ者トス。

- Ifl種講習員

イ 在郷ノ陵寧将校図相当官(陸箪補充令第四十一条ノ規定ニ慕キ任官シタノレ者ヲ除ク)

ロ 返験予定立立夜郷ノ海箪士官

一 乙種講習員

イ 陵寧戸山学校体操科7卒業ジタノレ在郷/険家将校

ロ 海寧砲術学校高等科教程ヲ卒業シタノレ送車員二予定立立在郷ノ海箪士官

仮シ乙幸吉講習資格者ハIfl種乙種ノ中英ノーヲ志、綴スノレコトヲ符

第三出願手続

~ Hi願者ハIfl号芸書式ニ依ノレ受講際議ニ乙号書式ニ依ノレ履E宣言書ヲ添へ来九月十問日迄ニ現住地所管邸
団湾令部へ差tl:lスヘシ。

ニ 節団可令部ハ受講限努，履獲議ヲ取纏メ丙号言書式エ係ノレ講習志願者連名簿ヲ添付シ九月二十日迄
ニ陸箪省人事局ニヨjlJ箸スノレ如ク送付スへ、ン。

第四学 資

自主~ fス授業料ヲ徴集セス。

第五修了後ノ特典

修了者ニハ成綴ヲ審主主シ無試験検定ニ依ザ部範学校， 中学校， 高等女学校教E主体操科免許状ヲ援
与ス。

第六 其他注慈害事項

一 受講ヲ許可スヘキ者ハi塗寧省ヨリ滋接本人ニ通知ス。

二 講習志願7取j持サントスノレトキハ速ニ東京高等師範学校長宛ノ受講耳元消届ヲ的関可令部へ室長出ス

ヘシ。

三 師団可令部ハ前記取j肖臆ヲ控室事省人事局宛送付スノレモノトス。

附記

前記/講習ヲ始トシ概ネお手続ニ準シ爾後号|絞キ開催ス。

大正十五年四月一日待主主会ヲ義済会へ移管ス。
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一

科

料

科

明

科

一

文

紘

一

漠

科

一

学

い

伐

と

一

及

3

一

漢

学

一

諮

問

一

数

図

体

蹴

1
J

一

同

門

川

同

月

日

付

臼

μ

良

川

向

刀

同

月

，
一

9

1

9

1

1

9

4

年

一

年

年

和

十

年

年

年

年

u程
一

則

b

つω

っ“

Q

U

A
“お

A
白

山

戸

訂

れ
似

μ

一

句

ga

号

一

正

和

和

和

和

和

和

F
一

大

限

昭

昭

昭

昭

昭

一

科

科

料

科

料

科

科

別

什

一

尚

子

学

文

一

数

数

英

…

時

限

・

機

繰

・

操

i

一

科

科

及

川

手

一

操

諮

認

一

休

日

体

休

徐

英

体

鴎

j

一

月

月

月

月

ノ

一

A
V

を

ふ

同

D

Q

U

一
噌
よ

年

一

年

年

年

年

い
E

一

の
J

M

η

o

q

t

u

q

d

必
路
一

τム

1
・4

旬

i

y

L

百

一

正

正

日

汐

一

大

大

大正14年 4月 関認及漢文科

大.IE14王手 9月 付ミ 操 科

大正 15年 1月 地理及歴史料

:)~.IE 15 ~竺一一|一一一空…一竺 一一一1it …一一一一 一一

東京文f'l!f'ト文科大学，東京高等師範学校綴「創立六ト年J(昭和6年 10YlllJ) p. 85-p. 86より作成。

45) r数学主事務関係芸書類」議綴番号九，十。
46) この試験は g月 1臼の関東大震災の最中に行なわれ，受・験問米ない者もあらわれ，一部は!こll!真言者向で行

なわれた。また渓災のため事務が停滞し，数学科講習会の関僚は，当初の 9月20日から翌大正 13年 1

月9臼まで延鶏された。

47)試験問題そのものをみても比絞的厳正に審主主されている。

48) r数学主事務関係言書類J号室話番号-iJi:1六，一六三。
49) 向上， -，窓類怒号二二七。

尚，乙績についても触れるべきであるが，残存簿類が不備のため袋路する。

50)詳細11人前出詮(1)拙稿な参照していただきたい。

51) Ir文部省大度官緩や校衛生課体脊遂動掛調査，ご予後備役陵海軍々人出身者状況調JIr;帝国教育j第 508号，
大.IE13年 12月。全'各は，前註拙稿 p.57， p. 680 
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